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�愛媛県規則第１２号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関

する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬

に関する規則の一部を改正する規則

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関

する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように

改正する。

別表中「保育士試験委員」及び「愛媛県中間技術審議会委

員」を削る。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第１３号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定め

る。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償

等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例施行規則（昭和４２年愛媛県規則第４４号）の一部を

次のように改正する。

第２条の２を第２条の４とし、第２条の次に次の２条を加

える。

（公務上の災害の範囲）

第２条の２ 公務上の災害の範囲は、公務に起因する負傷、

障害及び死亡並びに別表第１に掲げる疾病とする。

（通勤による災害の範囲）

第２条の３ 通勤による災害の範囲は、通勤に起因する負傷

、障害及び死亡並びに次に掲げる疾病とする。

� 通勤による負傷に起因する疾病

� 前号に掲げるもののほか、通勤に起因することが明ら

かな疾病

第７条の３中「別表」を「別表第２」に改める。

別表を別表第２とし、附則の次に次の１表を加える。

別表第１（第２条の２関係）

１ 公務上の負傷に起因する疾病

２ 物理的因子にさらされる業務に従事したため生じた次

に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

� 紫外線にさらされる業務に従事したため生じた前眼

部疾患又は皮膚疾患

� 赤外線にさらされる業務に従事したため生じた網膜

火傷、白内障等の眼疾患又は皮膚疾患

� レーザー光線にさらされる業務に従事したため生じ

た網膜火傷等の眼疾患又は皮膚疾患

� マイクロ波にさらされる業務に従事したため生じた

白内障等の眼疾患

� 知事の定める電離放射線（以下「放射線」という。

）にさらされる業務に従事したため生じた急性放射線

症、皮膚かいよう等の放射線皮膚障害、白内障等の放

射線眼疾患、放射線肺炎、再生不良性貧血等の造血器

障害、骨え死その他の放射線障害

� 高圧室内作業又は潜水作業に係る業務に従事したた

め生じた潜かん病又は潜水病

� 気圧の低い場所における業務に従事したため生じた

高山病又は航空減圧症

� 暑熱な場所における業務に従事したため生じた熱中

症

	 高熱物体を取り扱う業務に従事したため生じた熱傷


 寒冷な場所における業務又は低温物体を取り扱う業

務に従事したため生じた凍傷

� 著しい騒音を発する場所における業務に従事したた

め生じた難聴等の耳の疾患

� 超音波にさらされる業務に従事したため生じた手指

等の組織え死


 �から�までに掲げるもののほか、物理的因子にさ
らされる業務に従事したため生じたことの明らかな疾

病

３ 身体に過度の負担のかかる作業態様の業務に従事した

ため生じた次に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

� 重激な業務に従事したため生じた筋肉、けん、骨若

しくは関節の疾患又は内臓脱

� 重量物を取り扱う業務、腰部に過度の負担を与える

不自然な作業姿勢により行う業務その他腰部に過度の

負担のかかる業務に従事したため生じた腰痛

� チェンソー、ブッシュクリーナー、さく岩機等の身

体に振動を与える機械器具を使用する業務に従事した

ため生じた手指、前腕等の末しよう循環障害、末しよ

う神経障害又は運動器障害

� せん孔、タイプ、電話交換、電信等の業務その他上

肢に過度の負担のかかる業務に従事したため生じた手

指のけいれん、手指、前腕等のけん、けんしよう若し
けい

くはけん周囲の炎症又は頸肩腕症候群

� �から�までに掲げるもののほか、身体に過度の負
担のかかる作業態様の業務に従事したため生じたこと

の明らかな疾病

４ 化学物質等にさらされる業務に従事したため生じた次

に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

� 知事の定める単体たる化学物質又は化合物（合金を

含む。）にさらされる業務に従事したため生じた疾病

であつて、知事が定めるもの

� ふつ素樹脂、塩化ビニル樹脂、アクリル樹脂等の合

成樹脂の熱分解生成物にさらされる業務に従事したた

め生じた眼粘膜の炎症又は気道粘膜の炎症等の呼吸器

疾患

� すす、鉱物油、うるし、タール、セメント、アミン

雑 報

○ 海区漁業調整委員会指示（３件）…………………………………３４９

規 則

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号

３１４
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系の樹脂硬化剤等にさらされる業務に従事したため生

じた皮膚疾患

� たん白分解酵素にさらされる業務に従事したため生

じた皮膚炎、結膜炎又は鼻炎、気管支ぜん息等の呼吸

器疾患

� 木材の粉じん、獣毛のじんあい等を飛散する場所に

おける業務又は抗生物質等にさらされる業務に従事し

たため生じたアレルギー性の鼻炎、気管支ぜん息等の

呼吸器疾患

� 綿、亜麻等の粉じんを飛散する場所における業務に

従事したため生じた呼吸器疾患

� 空気中の酸素濃度の低い場所における業務に従事し

たため生じた酸素欠乏症

� �から�までに掲げるもののほか、化学物質等にさ
らされる業務に従事したため生じたことの明らかな疾

病

５ 粉じんを飛散する場所における業務に従事したため生

じたじん肺症又は知事の定めるじん肺の合併症

６ 細菌、ウイルス等の病原体にさらされる業務に従事し

たため生じた次に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

� 患者の診療若しくは看護の業務又は研究その他の目

的で病原体を取り扱う業務に従事したため生じた伝染

性疾患

� 動物若しくはその死体、獣毛、革その他動物性の物

又はぼろ等の古物を取り扱う業務に従事したため生じ

たブルセラ症、炭そ病等の伝染性疾患

� 湿潤地における業務に従事したため生じたワイル病

等のレプトスピラ症

� 屋外における業務に従事したため生じたつつが虫病

� �から�までに掲げるもののほか、細菌、ウイルス
等の病原体にさらされる業務に従事したため生じたこ

との明らかな疾病

７ がん原性物質又はがん原性因子にさらされる業務に従

事したため生じた次に掲げる疾病及びこれらに付随する

疾病

� ベンジジンにさらされる業務に従事したため生じた

尿路系しゆよう

� ベータ―ナフチルアミンにさらされる業務に従事し

たため生じた尿路系しゆよう

� 四―アミノジフェニルにさらされる業務に従事した

ため生じた尿路系しゆよう

� 四―ニトロジフェニルにさらされる業務に従事した

ため生じた尿路系しゆよう

� ビス（クロロメチル）エーテルにさらされる業務に

従事したため生じた肺がん

� ベンゾトリクロリドにさらされる業務に従事したた

め生じた肺がん

� 石綿にさらされる業務に従事したため生じた肺がん

又は中皮しゆ

� ベンゼンにさらされる業務に従事したため生じた白

血病

	 塩化ビニルにさらされる業務に従事したため生じた

肝血管肉しゆ


 放射線にさらされる業務に従事したため生じた白血

病、肺がん、皮膚がん、骨肉しゆ又は甲状腺がん

� すす、鉱物油、タール、ピッチ、アスファルト又は

パラフィンにさらされる業務に従事したため生じた皮

膚がん

� �から�までに掲げるもののほか、がん原性物質又
はがん原性因子にさらされる業務に従事したため生じ

たことの明らかな疾病

８ １から７までに掲げるもののほか、公務に起因するこ

との明らかな疾病

様式第１２号別記〔注意事項〕９中「１０万円」を「２０万円」

に改める。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第１４号
愛媛県水道条例施行規則の一部を改正する規則を次のよう

に定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県水道条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県水道条例施行規則（昭和３８年愛媛県規則第４１号）の

一部を次のように改正する。

第２条中「平成４年厚生省令第６９号」を「平成１５年厚生労

働省令第１０１号」に改める。

第８条第１項中「３１の項、３５の項から３７の項まで及び４１の

項から４６の項」を「３３の項、３７の項から３９の項まで及び４５の

項から５０の項」に改める。

附 則

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県水道条例施行規則第８条第１項及び第２

項の水質検査に係る水質基準については、水質基準に関す

る省令（平成１５年厚生労働省令第１０１号）附則第３条第１

項の規定を適用した場合における同省令の規定による水質

基準とする。

�愛媛県規則第１５号
愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

第１号様式の２（表）試験件数の項中「８項目」を「７項目」に改め、同様式（表）試験を必要とする項目の項を次のよう
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に改める。

試験を必要とする
項目
（該当するものに
○印を付けること
。）

一般細菌、大腸菌、カドミウム及びその化合物、水銀及びその化
合物、セレン及びその化合物、鉛及びその化合物、ヒ素及びその
化合物、六価クロム化合物、シアン化物イオン及び塩化シアン、
硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、フッ素及びその化合物、ホウ素及
びその化合物、四塩化炭素、１，４－ジオキサン、１，１－ジク
ロロエチレン、シス－１，２－ジクロロエチレン、ジクロロメタ
ン、テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、ベンゼン、ク
ロロ酢酸、クロロホルム、ジクロロ酢酸、ジブロモクロロメタン
、臭素酸、総トリハロメタン、トリクロロ酢酸、ブロモジクロロ
メタン、ブロモホルム、ホルムアルデヒド、亜鉛及びその化合物
、アルミニウム及びその化合物、鉄及びその化合物、銅及びその
化合物、ナトリウム及びその化合物、マンガン及びその化合物、
塩化物イオン、硬度、蒸発残留物、陰イオン界面活性剤、ジェオ
スミン、２－メチルイソボルネオール、非イオン界面活性剤、フ
ェノール類、有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）、ｐＨ値、味
、臭気、色度、濁度

第１号様式の２（表）備考�中「８項目」を「７項目」に、「別表第１ ９の項」を「別表第１ １０の部イの項」に改める

。

別表第１ ９の部理化学試験の項試験項目の欄を次のように改める。

理化学試験（臭気、味、
色度、濁度、ｐＨ値、塩
化物イオン、硝酸態窒素
及び亜硝酸態窒素、有機
物（全有機炭素（ＴＯＣ
）の量））

別表第１ ９の部細菌検査の項検体の量の欄中「０．１リツトル」を「０．２リットル」に改め、同表１０の部試験項目の欄及び

同部検体の量の欄を次のように改める。

ア 項目
別理化
学試験

� 無機物質・
重金属試験

１．８リット
ル

� 一般有機化
学物質試験

７．０リット
ル

� 消毒副生成
物試験

適当量

� 基礎的性状
項目試験

１リットル

イ 理化学試験（臭気、
味、色度、濁度、ｐＨ
値、塩化物イオン、有
機物（全有機炭素（Ｔ
ＯＣ）の量））

１．８リット
ル

ウ イの項試験項目の欄
に掲げる理化学試験に
合わせて行う理化学試
験（鉄及びその化合物
、マンガン及びその化
合物、フッ素及びその
化合物、硬度）

同

エ 細菌検査 滅菌瓶入り
０．２リット
ル

オ 大腸菌検査 同

カ 嫌気性芽胞菌検査 同

キ クリプトスポリジウ
ムオーシスト検査

適当量

ク 農薬分析 同

ケ ろ砂試験 １キログラ
ム
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別表第１ １１の部公衆浴場における水質等に関する基準試験の項試験項目の欄中「基準試験」の下に「（レジオネラ属菌検

査を除く。）」を加え、同表１７の部アの項使用料金額の欄中「１７０円」を「１５０円」に改め、同部イ�の項同欄中「１，２８０円
」を「１，１２０円」に改め、同部イ�の項同欄中「１，２００円」を「１，０４０円」に改め、同部イ�の項同欄中「９６０円」を「８８０
円」に改め、同部ウの項同欄中「４８０円」を「４４０円」に改め、同部オ�ａの項同欄中「１，２８０円」を「１，１２０円」に改め、
同部オ�ｂの項同欄中「１，２００円」を「１，０４０円」に改め、同部オ�の項同欄中「２，２４０円」を「２，０００円」に改め、同部カ
�の項同欄中「２，１６０円」を「１，８４０円」に改め、同部カ�の項同欄中「１，１２０円」を「９６０円」に、「１，６００円」を「１，３
６０円」に、「２，１６０円」を「１，８４０円」に改め、同部キ�の項同欄中「２，０８０円」を「１，８４０円」に改め、同部キ�の項同欄
中「３，８４０円」を「３，２８０円」に改め、同部キ�の項同欄中「４，５６０円」を「３，９２０円」に改め、同部キ�の項同欄中「３，８
４０円」を「３，２８０円」に改め、同部中同項の次に次のように加える。

ク 微生物同定検査
� 大腸菌ベロトキシ
ン検出検査等

� 大腸菌抗原同定検
査

同

同

１，６００円

１，６８０円

別表第１ １８の部ア�の項使用料金額の欄中「１５０円」を「１３０円」に改め、同部ア�の項同欄中「３６０円」を「３２０円」
に改め、同部イの項同欄中「１５０円」を「１３０円」に改め、同部ウ�の項同欄中「３３０円」を「２８０円」に改め、同部ウ�の
項同欄中「５６０円」を「４８０円」に改め、同部エの項同欄中「２，０８０円」を「２，０００円」に改め、同部カの項同欄中「２，４００

円」を「２，６４０円」に改め、同部キの項同欄中「２８０円」を「２４０円」に改め、同表１９の部血液血液像の項同欄中「２００円」

を「１７０円」に改め、同部血液ヘモグロビンＡ１Ｃの項同欄中「５２０円」を「４４０円」に改め、同部血液血液型（ＡＢＯ式、Ｒ

Ｈ式）の項同欄中「２２０円」を「１９０円」に改め、同部血液クームス試験の項同欄中「３２０円」を「２７０円」に改め、同部血
たん

液総ビリルビン、アルブミン、総蛋白、尿素窒素、クレアチニン、アルカリフォスファターゼ、尿素、コリンエステラーゼ γ
こう

－ＧＴＰ、中性脂肪、無機成分等の項同欄中「１００円」を「９０円」に改め、同部血液膠質反応、クレアチン、グルコースの項
たん

同欄中「１１０円」を「９０円」に改め、同部血液リン脂質、β－リポ蛋白の項同欄中「１５０円」を「１３０円」に改め、同部血液

総脂質、遊離脂肪酸の項同欄中「１６０円」を「１４０円」に改め、同部血液ＨＤＬ－コレステロール、総コレステロール、トラ

ンスアミナーゼ（ＧＯＴ、ＧＰＴ）、Ｐ及びＨＰＯ４ の項同欄中「１７０円」を「１５０円」に改め、同部血液総鉄結合能、不飽
たん

和鉄結合能の項同欄中「１８０円」を「１６０円」に改め、同部血液Ｃ反応性蛋白（ＣＲＰ）定性の項同欄中「１７０円」を「１５０
さ

円」に改め、同部尿沈渣鏡検の項同欄中「２１０円」を「１８０円」に改め、同部尿糖定量の項同欄中「９０円」を「８０円」に改め
たん

、同部尿ポルフィリン定性等の項同欄中「１１０円」を「９０円」に改め、同部尿蛋白定量の項同欄中「６０円」を「５０円」に改め
ふん ふん

、同部糞便潜血反応の項同欄中「８０円」を「７０円」に改め、同部糞便へモグロビンの項同欄中「４００円」を「３５０円」に改め

、同表２０の部検査分類の欄中「死体腎提供者検査」を「脳死及び心停止後の臓器提供者検査」に改め、同部ウイルス抗体価測

定の項使用料金額の欄中「７２０円」を「６８０円」に改め、同部ＨＴＬＶ－１抗体（ＰＡ法）等の項同欄中「８８０円」を「７６０

円」に改め、同部ＨＩＶ－１抗体（ＥＩＡ法、ＰＡ法）の項同欄中「１，２００円」を「１，０４０円」に改め、同部ＨＩＶ－１、２

抗体（ＥＩＡ法、ＰＡ法）の項同欄中「１，２８０円」を「１，１２０円」に改め、同部Ｂ型肝炎関連抗原抗体検査（ＨＢｓ抗原）の

項同欄中「３００円」を「２７０円」に改め、同部同（ＨＢｓ抗体）の項同欄中「３３０円」を「２８０円」に改め、同部ＨＣＶ抗体

価精密測定の項同欄中「１，２８０円」を「１，１２０円」に改め、同部ＨＣＶ核酸同定検査の項同欄中「３，８４０円」を「３，２８０円」

に改め、同部中同項の次に次のように加える。

ＳＡＲＳコロナウイルス
核酸増幅検査

同 ３，８４０円

別表第１ ２２の部検査分類の欄中「死体腎提供者検査」を「脳死及び心停止後の臓器提供者検査」に改め、同部リンパ球幼

若化検査の項使用料金額の欄中「３，２００円」を「２，７２０円」に改め、同表２５の部検査分類の欄中「死体腎提供者検査」を「脳

死及び心停止後の臓器提供者検査」に改め、同表中２７の部を２８の部とし、２６の部を２７の部とし、２５の部の次に次のように加え

る。

２６ 臓器移植
希望登録者
検査

組織適合性検査 １検体 登録機関と協
議して定める
額

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則別表第１の規定は、この規則の施行の日以後の試験等の

依頼に係る使用料について適用し、同日前の試験等の依頼に係る使用料については、なお従前の例による。
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�������
�愛媛県規則第１６号
保育士試験規則及び児童福祉法施行細則の一部を改正する

規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

保育士試験規則及び児童福祉法施行細則の一部を改正

する規則

（保育士試験規則の一部改正）

第１条 保育士試験規則（昭和２４年愛媛県規則第１０号）の一

部を次のように改正する。

第１条第２号を削り、同条第３号中「第４０条各号の一」

を「第６条の９各号のいずれか」に改め、同号を同条第２

号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 既に合格した科目のある者又は科目の受験の免除を

受けようとする者にあつては、児童福祉法施行規則第

６条の１１第１項又は第２項に該当することを証明する

書面

第１条第４号中「上半身像無帽」の下に「無背景」を加

え、「６箇月以内」を「保育士試験を受けようとする年の

４月以降」に改める。

第５条から第８条までを削り、第９条を第５条とする。

第１０条から第１２条までを削り、第１３条を第６条とし、第

１４条を第７条とする。

附則第２項中「第４項又は」を削り、「同条第３号」を

「同条第２号及び同様式注４�」に、「第４０条各号の一」
とあり、及び同様式注２�中「児童福祉法施行規則（昭和
２３年厚生省令第１１号）第４０条各号」を「第６条の９各号」

に改める。

様式第１号を次のように改める。

３ 平成１７年３月３１日までの間は、第１号様式の２並びに別表第１ ９の部試験項目の欄及び同表１０の部イの項同欄中「有機

物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）」とあるのは、「有機物等（過マンガン酸カリウム消費量）」とする。
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様式第１号（第１条、附則第２項関係）

※受験番号

年度愛媛県保育士試験受験申請書
写 真

（縦３．５�×横３�）

年 月以降に
撮影したもので、上

�
��
�
�
�
�
�
�

半身像無帽無背景の

�
��
�
�
�
�
�
�

もの。写真の裏に氏
名・生年月日を記載
すること。

�本籍地都道府
県名又は国籍

都 道 府 県
国

フリガナ
性別 女・男

	氏 名


生年月日 年 月 日生 （満 歳） （ 年 月撮影）

�現住所及び連
絡先

（住所）〒 －

（自宅電話） （携帯電話）

�最終学歴
学校名 学部・学科

Ａ） 年 月卒業・中退 Ｂ）第 学年在学中

保育士試験一部科目合格済届出欄（当欄該当：有・無）

科 目



証明書交付
年月日

�
都道府県名
又は学校等
名

�
証明書番号

�
免除申請（免
除を希望する
科目の欄に○
印を付けるこ
と。）

�
一部科目合格
済（受験を希
望する科目の
欄に○印を付
けること。）

※
確
認
欄

Ａ 社会福祉

Ｂ 児童福祉

Ｃ 発達心理学
及び精神保健

Ｄ 小児保健

Ｅ 小児栄養

Ｆ 保育原理

Ｇ 教育原理及
び養護原理

Ｈ 保育実習

幼稚園教諭免許所有者記入欄（当欄該当：有・無）

�免許状種類 �免許交付都道府県名 �免許状番号 �免許交付年月日

専修・１種・２種
都 道
府 県

年 月 日
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保育実習実技試験申請欄（必ず記入すること。）

３分野のうち２つを選択し、○印を付け
てください。筆記試験のすべての科目に
合格した者は、保育実習実技試験が受験
できます（申請後の変更は、できません
。）。

（分野名） （分野名） （分野名）

年 月 日

愛媛県知事 殿 氏 名

愛媛県収入証紙ちよう付欄

（消印は、しないこと。）

※点検欄
資 格 証明書 証 紙 写 真 封 筒 確 認

注１ ※印欄は、記入しないこと。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ �欄は既に合格している科目の受験を希望しない場合に、�欄は既に合格している科目
の受験を希望する場合に記入すること。

４ 次の書類を添付すること。
� 児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第６条の９各号のいずれかに該当す
ることを証明する書面

� 既に合格した科目のある者又は科目の受験の免除を受けようとする者にあつては、児
童福祉法施行規則第６条の１１第１項又は第２項に該当することを証明する書面

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号

３２０



様式第２号中「免除願」を「免除申請」に、「保育実習

（実地）を除く科目の試験」を「筆記試験」に、

「○保育実習（実地）の試験の日時、分野及び場所

日 時 分 野 場 所 を

」

「○実技試験の期日、分野、時間及び場所

期 日 分 野 時 間 場 所 に改

」

め、同様式注意事項１中「３０分前」を「 分前」に改め、

同様式注意事項３を削る。

（児童福祉法施行細則の一部改正）

第２条 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）

の一部を次のように改正する。

第４１条中「令第１３条第２項」を「法第１８条の８第２項」

に、「氏名」を「受験番号」に改める。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第１７号
ボランティア活動を促進するための公の施設の使用料減免

規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

ボランティア活動を促進するための公の施設の使用料

減免規則の一部を改正する規則

ボランティア活動を促進するための公の施設の使用料減免

規則（平成１５年愛媛県規則第５０号）の一部を次のように改正

する。

別表中１４の項を１５の項とし、５の項から１３の項までを１ず

つ繰り下げ、４の項の次に次のように加える。

５ 愛媛県在宅介護研修センター

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第１８号
愛媛県在宅介護研修センター使用規則を次のように定める

。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県在宅介護研修センター使用規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県在宅介護研修センター（以下「

センター」という。）の使用に関し必要な事項を定めるも

のとする。

（使用の許可）

第２条 センターの施設のうち、研修室及び和室を使用しよ

うとする者は、使用日の３月前から前日までに、愛媛県在

宅介護研修センター使用許可申請書（様式第１号。以下「

使用許可申請書」という。）を知事に提出し、その許可を

受けなければならない。

２ 知事は、前項の規定による使用の許可の申請があった場

合において、使用が適当であると認めるときは、使用の許

可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県在宅介護研

修センター使用許可書（様式第２号。以下「使用許可書」

という。）を交付するものとする。この場合において、セ

ンターの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは

、許可に条件を付することがある。

３ 知事は、第１項に定める期間外に使用許可申請書の提出

があった場合であっても、特に理由があると認めるときは

、同項の使用の許可をすることがある。

（許可の基準）

第３条 知事は、センターを使用しようとする者が次の各号

のいずれかに該当すると認めるときは、前条第１項の使用

の許可をしないものとする。センターの管理運営上やむを

得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設、附属設備等を滅失し、又は損傷する

おそれがあるとき。

（使用の許可の変更）

第４条 第２条第１項の使用の許可を受けた者（以下「使用

者」という。）は、使用日時その他知事が定める事項を変

更しようとするときは、あらかじめ愛媛県在宅介護研修セ

ンター使用変更許可申請書（様式第３号）に使用許可書を

添えて知事に提出し、その許可を受けなければならない。

（使用の許可の取消し等）

第５条 知事は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、その使用の許可を取り消し、又は使用を制

限し、若しくは停止することがある。センターの管理運営

上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この規則に違反し、又はセンターの職員の指示に従わ

ないとき。

� 偽りその他不正な手段により使用の許可を受けたとき

。

� 風俗を乱すおそれがあるとき

� 使用の許可の条件に違反したとき。

（使用料の額）

第６条 愛媛県在宅介護研修センター使用料条例（平成１６年

愛媛県条例第１４号。以下「条例」という。）第２条第１項

に規定する規則で定める使用料の額は、別表に掲げるとお

りとする。

（使用料の還付）

第７条 条例第５条第２号に規定する規則で定める日は、使

用日の前日とする。

第８条 条例第５条ただし書の規定により、知事は、次の各

号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額

を還付する。

� 条例第５条第１号に該当する場合 使用料の全額

� 条例第５条第２号に該当する場合 使用料の５０パーセ

ントに相当する額

２ 前項の規定により使用料の還付を受けようとする者は、

愛媛県在宅介護研修センター使用料還付申請書（様式第４

号）を知事に提出しなければならない。

（補則）

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号

３２１



第９条 この規則に定めるもののほか、センターの使用に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

別表（第６条関係）

区 分

使 用 料

午 前 午 後 全 日

９：００～１２：００ １３：００～１７：００ ９：００～１７：００

研

修

室

第１研修室 １，７００円 ２，２００円 ３，９００円

第２研修室 １，０００円 １，３００円 ２，３００円

浴室（研修に供す
る場合に限る。）

１，３００円 １，６００円 ２，９００円

和

室

３０１ １，０００円 １，５００円 ２，５００円

３０２から３０５まで ７００円 １，０００円 １，７００円

３０６ １，２００円 １，７００円 ２，９００円

注１ 使用時間が、午前又は午後の各区分の時間に満たない場合の
使用料は、１時間までごとに、各区分の使用料の１時間当たり
の額（１０円未満切捨て）に相当する額とする。

２ 午前、午後及び全日の区分ごとに指定する時間以外の時間に
使用する場合の使用料は、１時間までごとに、次の表に定める
額とする。

区 分 使 用 料

研

修

室

第１研修室 ５５０円

第２研修室 ３２０円

浴室（研修に供す
る場合に限る。）

４１０円

和

室

３０１ ３５０円

３０２から３０５まで ２４０円

３０６ ４１０円
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様式第１号（第２条関係） 愛媛県在宅介護研修センター使用許可申請書

愛媛県在宅介護研修センター使用許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住 所（団体にあっては、所在地）
申請者

氏 名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

使 用 日 時

使
用
目
的

行事等の名称

行事等の内容

使 用 予 定 者 名

使 用 施 設 □第１研修室 □和室３０３

□第２研修室 □和室３０４

□浴室（研修に供する場合に限る。） □和室３０５

□和室３０１ □和室３０６

□和室３０２

該当する□の�
�
�
�
�

中にレ印を付
�
�
�
�
�

けてくださ
い。

使 用 す る 附 属

設 備 及 び 備 品

使 用 責 任 者

氏 名

住所又は連絡先
電 話 番 号

ＦＡＸ番号

（備考）
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様式第２号（第２条、第４条、様式第３号関係） 愛媛県在宅介護研修センター使用許可書

（表）

愛媛県在宅介護研修センター使用許可書

第 号

年 月 日

殿

愛媛県知事 �

使 用 日 時

使 用 目 的

使用する施設

並びに附属

設備及び備品

許可の条件

使用上の注意 裏面記載の使用上の注意事項を遵守すること。

（備考）
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（裏）

使 用 上 の 注 意 事 項

１ 許可の条件を遵守すること。

２ 愛媛県在宅介護研修センター（以下「センター」という。）の施設、附属設備

等を滅失し、又は損傷したときは、直ちにその旨をセンターの職員に届け出ると

ともに、原状回復をし、又はそれによって生じた損害を賠償すること。

３ 天災その他センターを使用する者の責めに帰することができない理由により使

用が不能となった場合又はセンターを使用する者が使用日の前日までに使用の取

消しを申し出て、知事がやむを得ないと認めた場合のほかは、納付した使用料を

還付しない。

４ 使用時間を遵守すること。

５ センターの施設、附属設備等の使用を終えたときは、直ちに当該施設、附属設

備等を原状に回復するとともに、その旨をセンターの職員に届け出ること。

６ センターの職員の指示に従うこと。

７ その他センターの使用に関する諸規程を遵守すること。
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様式第３号（第４条関係） 愛媛県在宅介護研修センター使用変更許可申請書

愛媛県在宅介護研修センター使用変更許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住 所（団体にあっては、所在地）
申請者

氏 名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 変 更 理 由

（備考）

注意 愛媛県在宅介護研修センター使用許可書（様式第２号）を添付してください。
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様式第４号（第８条関係） 愛媛県在宅介護研修センター使用料還付申請書

愛媛県在宅介護研修センター使用料還付申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住 所（団体にあっては、所在地）
申請者

氏 名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

使用許可年月日

及 び 番 号
年 月 日 第 号

使 用 日 時

使 用 料
納付年月日 年 月 日 領収書番号第 号

納 付 額 円

還 付 請 求 金 額 円

申 請 理 由

（備考）
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�愛媛県規則第１９号
愛媛県訓練手当支給規則の一部を改正する規則を次のよう

に定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県訓練手当支給規則の一部を改正する規則

愛媛県訓練手当支給規則（昭和４１年愛媛県規則第４１号）の

一部を次のように改正する。

第３条第１項中「訓練手当は、」の下に「県内の」を加え

、同項第１号中「第１２条」を「第２０条」に改める。

第４条第２項中「の各号に掲げる」の下に「級地区分（生

活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第８条第１項の規定によ

り厚生労働大臣が定める保護の基準における地域の級地区分

をいう。）の」を加え、同項各号を次のように改める。

� １級地 ４，３１０円

� ２級地 ３，９３０円

� ３級地 ３，５３０円

第９条に次の１項を加える。

５ 前各項の規定にかかわらず、特別の事情がある場合には

、別段の定めをすることができる。

第１０条に次のただし書を加える。

ただし、特別の事情がある場合には、別段の定めをする

ことができる。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第２０号
愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料に関する規

則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料に関す

る規則の一部を改正する規則

愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料に関する規

則（昭和３０年愛媛県規則第４２号）の一部を次のように改正す

る。

本則使用料の表工業技術センターの部電子用機器の項１金

額の欄中「４００円」を「２１０円」に改め、同項２同欄中「５

００円」を「１００円」に改め、同項３同欄中「８１０円」を「１

００円」に改め、同項中６５の次に次のように加える。

６６ ミリ波ネ

ットワーク

アナライザ

１時間 １００円

本則使用料の表繊維産業試験場の部染織用機器の項中３の

次に次のように加える。

４ 電子顕微

鏡

１時間 ５２０円

本則手数料の表工業技術センターの部試験の項４�金額の
欄中「８１０」を「９４０」に改め、同項４�同欄中「１，８３０」
を「１，７８０」に改め、同項４�同欄中「１，０１０」を「８４０」
に改め、同項４に次のように加える。

� 電波伝送反

射特性測定

１件 １，８９０

本則手数料の表窯業試験場の部試験の項２に次のように加

える。

� 耐風試験

� 耐震試験

１件

１件

３，７８０

２，２００

本則手数料の表窯業試験場の部試験の項３金額の欄中「３

，７７０」を「５，８８０」に改め、同表繊維産業試験場の部染織整

理等試作加工の項２に次のように加える。

� 無製版なつ

染

１メ

ート

ル

５，１４０

附 則

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料

に関する規則本則使用料の表及び手数料の表の規定は、平

成１６年４月１日以後に徴収する使用料及び手数料について

適用し、同日前に徴収した使用料及び手数料については、

なお従前の例による。

�������
�愛媛県規則第２１号
愛媛県内水面漁業調整規則の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県内水面漁業調整規則の一部を改正する規則

愛媛県内水面漁業調整規則（昭和４２年愛媛県規則第２９号）

の一部を次のように改正する。

第２９条第１号イ中「同郡同町」を「上浮穴郡久万町」に改

め、同号ウを削り、同条第２号アを次のように改める。

ア 西予市宇和町下川歯長橋下流端より下流８５０メート

ルから下流３００メートルまでの間

第２９条第２号イ中「同郡宇和町大字皆田字神尺谷」を「西

予市宇和町皆田」に改め、「５７０メートル」の下に「まで」
せき

を加え、同号ウ中「東宇和郡城川町大字魚成江戸淵堰」を「

西予市城川町魚成江戸淵堰」に改め、同号オ中「同市」を「

大洲市」に改め、「２３０メートル」の下に「まで」を加え、

同号カ中「大字大瀬竜ケ淵橋上流端から上流２５０メートル」

を「大瀬東梅津橋上流端から上流５０メートルまでの間及び同

橋上流端から下流２００メートルまで」に改め、同号中カをキ

とし、オの次に次のように加える。
せき

カ 大洲市大洲城下床止可動堰上流端から上流５０メート
せき

ルまでの間及び同堰上流端から下流１００メートルまで

の間

第２９条第３号ア中「大長トウロウ淵上流端からろんぎ淵」

を「御来光橋上流端から老之川橋」に改め、同号ウを次のよ

うに改める。

ウ 西条市八の川八之子取水口から上流３００メートルま

での間

第２９条第４号ア中「大字桜樹桜樹農業協同組合楠窪支所前
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標識から上流楠窪小学校前の橋下流端」を「大字楠窪角立橋

下流端から上流素鵞神社前の橋上流端」に改め、同号イ中「

同郡同町」を「周桑郡丹原町」に改め、同号ウ中「同郡同町

」を「温泉郡川内町」に改め、同号エを削り、同条第５号ア

中「字勝山桶鼻橋下流端」を「樋鼻橋下流端より下流２００メ

ートル」に改め、同号イ中「同郡」を「北宇和郡」に、「久
せき

保堰上流端」を「久保堰上流端」に改め、同号ウ中「同郡同

町」を「北宇和郡広見町」に、「１５０メートル」を「２００メ

ートルまで」に改め、同号エ中「同郡同町」を「北宇和郡広

見町」に、「字宮の井堰上流端から上流２００メートル」を「

堂の前堰下流端から下流１００メートルまで」に改め、同号オ

中「同郡同町」を「北宇和郡広見町」に改め、「５００メート

ル」の下に「まで」を加え、同号カ中「同郡」を「北宇和郡

」に、「字天神天神橋下流端」を「吉野川橋梁下流端」に改

め、「３００メートル」の下に「まで」を加え、同号キ中「同

郡」を「北宇和郡」に改め、「３００メートル」の下に「まで

」を加え、同条第６号イ中「同郡同町」を「越智郡玉川町」
せき

に改め、同条第７号ア中「大字拝高井堰上流端」を「大字高
せき

田拝高井堰上流端」に、「稲中堰下流端」を「相生橋上流端

より上流１９０メートル（稲中堰跡下流端）」に改め、同号イ

中「上組湯香橋上流端」を「湯乃香橋上流端」に改める。

第３０条の表禁止区域の欄中「ぎおん橋上流端」を「祇園大

橋上流端」に改め、「４００メートル」の下に「まで」を加え

、「峠橋上流端」を「峠橋（昭和６０年３月完成）上流端」に

改め、「３００メートル」の下に「まで」を加え、同表に次の

ように加える。

東予市玉之江中山川橋梁

下流端から西条市氷見新

兵衛橋上流端までの間

１０月１５日から１１月

５日まで

あゆ

附 則

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

２ この規則の施行前にした行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。

�������
�愛媛県規則第２２号
愛媛県風致地区内における建築等の規制に関する条例施行

規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県風致地区内における建築等の規制に関する条例

施行規則の一部を改正する規則

愛媛県風致地区内における建築等の規制に関する条例施行

規則（昭和４９年愛媛県規則第１１号）の一部を次のように改正

する。

別表建築物その他の工作物（以下「建築物等」という。）

の新築、改築、増築又は移転の部植栽計画図の項図面等の欄

中「植栽計画図」を「植栽平面図」に、「の位置、種類及び

本数」を「、草本、地被並びに庭園内の池及び庭石の位置、

種類、寸法及び面積」に改め、同表宅地の造成、土地の開墾

その他の土地の形質の変更の部植栽計画図の項同欄中「植栽

計画図」を「植栽平面図」に、「の位置、種類及び本数」を

「、草本、地被並びに庭園内の池及び庭石の位置、種類、寸

法及び面積」に改め、同表水面の埋立て又は干拓の部植栽計

画図の項同欄中「植栽計画図」を「植栽平面図」に、「の位

置、種類及び本数」を「、草本、地被並びに庭園内の池及び

庭園の位置、種類、寸法及び面積」に改め、同表土石の類の

採取の部植栽計画図の項同欄中「植栽計画図」を「植栽平面

図」に、「の位置、種類及び本数」を「、草本、地被並びに

庭園内の池及び庭石の位置、種類、寸法及び面積」に改め、

同表建築物等の色彩の変更の部の次に次のように加える。

屋外におけ
る土石、廃
棄物又は再

たい

生資源の堆
積

位置図２５００分の１以上 方位、行為地、道路及び目
標となる地物

平面図５００分の１以上 方位、行為地の境界線、等
高線、行為地の断面図の位
置並びに行為地付近の建築
物等及び木竹の位置

求積図５００分の１以上

縦断面
図

高低２００分の１
以上
距離１０００分の１
以上

現況及び計画の対比

横断面
図

２００分の１以上 現況及び計画の対比

植栽平
面図

５００分の１以上 緑化の工法並びに木竹、草
本、地被並びに庭園内の池
及び庭石の位置、種類、寸
法及び面積

現況写
真

行為地及びその周辺並びに
木竹植生状況

様式第１号（その２）中
施行後の取扱い「 」を

施行後の取扱い

緑 地 面 積
（木竹、草本、地
被、庭園内の池及
び庭石の水平投影
面積）

�

緑地面積÷施行面積×１００ ％

「

に改める。

」

様式第１号（その６）の次に次のように加える。

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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様式第１号（その７）

たい

風致地区内土石（廃棄物・再生資源）堆積許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

氏名又は名称及び住所
申請者 並びに法人にあつては、�

その代表者の氏名

行為の場所

行為の目的

行為の種別
たい

土石・廃棄物・再生資源の堆積

行為地の状況 地 目 現 況
たい

堆 積 の 面 積 �
たい

堆 積 の 高 さ �

施 行 方 法
たい

堆 積 の 設 備
たい

堆 積 の 状 況

施行後の取扱い

行為予定期日
着手

年 月 日
完了

年 月 日

備 考

注 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することが

できる。

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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告 示

様式第５号（裏）中
（罰則）「 」を
３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。

（罰則）

「

」

に、「第１２条」を「第１３条」に、「第１３条」を「第１４条」に

改める。

附 則

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に改正前の愛媛県風致地区内におけ

る建築等の規制に関する条例施行規則様式第１号（その２

）の規定により提出されている書類は、改正後の愛媛県風

致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則様式

第１号（その２）の規定により提出された書類とみなす。

�������
�愛媛県規則第２３号
愛媛県地域改善対策奨学金等貸与条例施行規則を廃止する

規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地域改善対策奨学金等貸与条例施行規則を廃止

する規則の一部を改正する規則

愛媛県地域改善対策奨学金等貸与条例施行規則を廃止する

規則（平成１４年愛媛県規則第２６号）の一部を次のように改正

する。

附則第２項に後段として次のように加える。

この場合において、旧規則第２条第１号中「国立又は公

立の」とあるのは「学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

２条第２項に規定する国立学校又は公立学校である」と、

同条第３号中「国立又は公立の」とあるのは「学校教育法

第２条第２項に規定する国立学校又は公立学校である」と

する。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�愛媛県告示第６５６号
騒音規制法第３条第１項の規定に基づく地域の指定（平成

９年４月愛媛県告示第５４６号）の一部を次のように改正し、

平成１６年４月１日から施行する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定地域の範囲の表中「今治市（別添第１図のうち、着色

した部分）」を削り、「別添第２図」を「別添第１図」に、

「別添第３図」を「別添第２図」に改め、「新居浜市（別添

第４図のうち、着色した部分）」を削り、「別添第５図」を

「別添第３図」に、「別添第６図」を「別添第４図」に改め

、「川之江市（別添第７図のうち、着色した部分）」及び「

伊予三島市（別添第８図のうち、着色した部分）」を削り、

「別添第９図」を「別添第５図」に、「別添第１０図」を「別

添第６図」に、「別添第１１図」を「別添第７図」に、「宇摩

郡土居町（別添第１２図」を「四国中央市（別添第８図」に、

「別添第１３図」を「別添第９図」に、「別添第１４図」を「別

添第１０図」に、「別添第１５図」を「別添第１１図」に、「別添

第１６図」を「別添第１２図」に、「別添第１７図」を「別添第１３

図」に改める。

別添第１図から第１７図までを次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び関係市町の市役所又は役場に備えて一般の縦覧に供

する。）

�������
�愛媛県告示第６５７号
騒音規制法第１７条第１項の規定に基づく指定地域内におけ

る自動車騒音の限度を定める総理府令に基づく区域の指定（

平成１２年３月愛媛県告示第５４３号）の一部を次のように改正

し、平成１６年４月１日から施行する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１から３までの規定中「松山市」の下に「、今治市及び新

居浜市」を加える。

�������
�愛媛県告示第６５８号
振動規制法の規定に基づく地域の指定（平成９年４月愛媛

県告示第５５０号）の一部を次のように改正し、平成１６年４月

１日から施行する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定地域の範囲の表中「今治市（別添第１図のうち、着色

した部分）」を削り、「別添第２図」を「別添第１図」に、

「別添第３図」を「別添第２図」に改め、「新居浜市（別添

第４図のうち、着色した部分）」を削り、「別添第５図」を

「別添第３図」に改め、「川之江市（別添第６図のうち、着

色した部分）」及び「伊予三島市（別添第７図のうち、着色

した部分）」を削り、「別添第８図」を「別添第４図」に、

「別添第９図」を「別添第５図」に、「宇摩郡土居町（別添

第１０図」を「四国中央市（別添第６図」に、「別添第１１図」

を「別添第７図」に、「別添第１２図」を「別添第８図」に、

「別添第１３図」を「別添第９図」に、「別添第１４図」を「別

添第１０図」に改める。

別添第１図から第１４図までを次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び関係市町の市役所又は役場に備えて一般の縦覧に供

する。）

�������
�愛媛県告示第６５９号
悪臭防止法（昭和４６年法律第９１号）第３条の規定に基づき

、工場その他の事業場における事業活動に伴って発生する悪

臭原因物の排出（漏出を含む。）を規制する地域を次のよう

に指定し、平成１６年４月１日から施行し、悪臭防止法に基づ

く規制地域の指定（昭和４９年４月愛媛県告示第４１７号）は、

平成１６年３月３１日限り廃止する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定地域の範囲

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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西条市（別添第１図のうち、着色した部分）

東予市（別添第２図のうち、着色した部分）

四国中央市（別添第３図のうち、着色した部分）

菊間町（別添第４図のうち、着色した部分）

松前町（別添第５図のうち、着色した部分）

（指定地域を示す関係図面は、省略し、これらの図面は、

愛媛県庁及び関係市町の市役所又は役場に備えて一般の縦覧
に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６０号
悪臭防止法（昭和４６年法律第９１号。以下「法」という。）

第４条第１項の規定に基づき、悪臭防止法に基づく規制地域

の指定（平成１６年３月愛媛県告示第６５９号）による地域（以

下「指定地域」という。）における同項各号に規定する特定

悪臭物質の種類ごとの規制基準を次のように定め、平成１６年

４月１日から施行し、悪臭防止法に基づく規制地域における

規制基準（昭和４９年４月愛媛県告示第４１８号）は、平成１６年

３月３１日限り廃止する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 法第４条第１項第１号に規定する規制基準

（備考）

Ａ区域

指定地域のうち、関係図面に赤色で着色した部分の区域

Ｂ区域

指定地域のうち、関係図面に青色で着色した部分の区域

２ 法第４条第１項第２号に規定する規制基準

� 特定悪臭物質（メチルメルカプタン、硫化メチル、二

硫化メチル、アセトアルデヒド、スチレン、プロピオン

酸、ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸及びイソ吉草酸を除

く。）の種類ごとに次の式により算出した流量とする。

ｑ＝０．１０８×Ｈｅ２ ・Ｃｍ

この式において、ｑ、Ｈｅ及びＣｍは、それぞれ次

の値を表すものとする。

ｑ 流量（単位 温度零度、圧力１気圧の状態に換算

した立方メートル毎時）

Ｈｅ �に規定する方法により補正された排出口の高

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

さ（単位 メートル）

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

Ｃｍ １の表において特定悪臭物質の種類及び指定地

域の区分ごとに定められた規制基準の値（単位 ｐ

ｐｍ）

�に規定する方法により補正された排出口の高さが
５メートル未満となる場合については、この式は、適

用しないものとする。

� 排出口の高さの補正は、次の算式により行うものとす

る。

Ｈｅ＝Ｈｏ＋０．６５（Ｈｍ＋Ｈｔ）

Ｈｍ＝０．７９５�Ｑ・Ｖ
１＋２．５８Ｖ

Ｈｔ＝２．０１×１０－３・Ｑ（Ｔ－２８８）・（２．３０ｌｏｇＪ＋１Ｊ－１）

Ｊ＝ １
�Ｑ・Ｖ

（１，４６０－２９６× Ｖ
Ｔ－２８８）＋１

これらの式において、Ｈｅ、Ｈｏ、Ｑ、Ｖ及びＴは

、それぞれ次の値を表すものとする。

Ｈｅ 補正された排出口の高さ（単位 メートル）

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

Ｈｏ 排出口の実高さ（単位 メートル）

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

Ｑ 温度１５度における排出ガスの流量（単位 立方メ

ートル毎秒）

Ｖ 排出ガスの排出速度（単位 メートル毎秒）

Ｔ 排出ガスの温度（単位 絶対温度）

３ 法第４条第１項第３号に規定する規制基準

指定地域の区分

特定悪臭物質
Ａ区域

ｐｐｍ

Ｂ区域

ｐｐｍ
アンモニア １ ２

メチルメルカプタン ０．００２ ０．００４

硫化水素 ０．０２ ０．０６

硫化メチル ０．０１ ０．０５

二硫化メチル ０．００９ ０．０３

トリメチルアミン ０．００５ ０．０２

アセトアルデヒド ０．０５ ０．１

プロピオンアルデヒド ０．０５ ０．１

ノルマルブチルアルデヒド ０．００９ ０．０３

イソブチルアルデヒド ０．０２ ０．０７

ノルマルバレルアルデヒド ０．００９ ０．０２

イソバレルアルデヒド ０．００３ ０．００６

イソブタノール ０．９ ４

酢酸エチル ３ ７

メチルイソブチルケトン １ ３

トルエン １０ ３０

スチレン ０．４ ０．８

キシレン １ ２

プロピオン酸 ０．０３ ０．０７

ノルマル酪酸 ０．００１ ０．００２

ノルマル吉草酸 ０．０００９ ０．００２

イソ吉草酸 ０．００１ ０．００４

特定
悪臭物質

指定地域の区分

排出水の量
Ａ区域

ｍｇ／ｌ

Ｂ区域

ｍｇ／ｌ

メチルメル
カプタン

０．００１立方メートル毎秒
以下の場合

０．０３ ０．０６

０．００１立方メートル毎秒
を超え、０．１立方メート
ル毎秒以下の場合

０．００７ ０．０１

０．１立方メートル毎秒を
超える場合

０．００２ ０．００３

硫化水素 ０．００１立方メートル毎秒
以下の場合

０．１ ０．３

０．００１立方メートル毎秒
を超え、０．１立方メート
ル毎秒以下の場合

０．０２ ０．０７

０．１立方メートル毎秒を
超える場合

０．００５ ０．０２

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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（備考） この表において「Ａ区域」及び「Ｂ区域」とは

、それぞれ１の表に規定するＡ区域及びＢ区域を

いう。

（指定地域を示す関係図面は、省略し、これらの図面は、

愛媛県庁及び関係市町の市役所又は役場に備えて一般の縦覧

に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６１号
騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域における規制基準

（平成９年４月愛媛県告示第５４７号）の一部を次のように改

正し、平成１６年４月１日から施行する。ただし、この告示の

施行の日の前日において、現に設置されている特定工場等（

同日において設置の工事をしているものを含み、この告示の

施行の日以降に騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）第８条第

１項の規定による届出をした場合において、当該届出が受理

された日から３０日を経過したものを除く。）であって、この

告示による改正後の騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域

における規制基準に規定する当該特定工場等に係る規制基準

が、この告示による改正前の騒音規制法の規定に基づく騒音

規制地域における規制基準に規定する当該特定工場等に係る

規制基準より厳しくなるものの規制基準は、この告示の施行

の日から３年間は、なお従前の例による。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

伊予市に係る関係図面を次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び伊予市役所に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６２号
振動規制法の規定に基づく地域指定における規制基準（平

成９年４月愛媛県告示第５５１号）の一部を次のように改正し

、平成１６年４月１日から施行する。ただし、この告示の施行

の日の前日において、現に設置されている特定工場等（同日

において設置の工事をしているものを含み、この告示の施行

の日以降に振動規制法（昭和５１年法律第６４号）第８条第１項

の規定による届出をした場合において、当該届出が受理され

た日から３０日を経過したものを除く。）であって、この告示

による改正後の振動規制法の規定に基づく地域指定における

規制基準に規定する当該特定工場等に係る規制基準が、この

告示による改正前の振動規制法の規定に基づく地域指定にお

ける規制基準に規定する当該特定工場等に係る規制基準より

厳しくなるものの規制基準は、この告示の施行の日から３年

間は、なお従前の例による。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

伊予市に係る関係図面を次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び伊予市役所に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６３号
騒音環境基準地域の類型の指定（平成１１年３月愛媛県告示

第３８０号）の一部を次のように改正し、平成１６年４月１日か

ら施行する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

前文中「環境基準に係る水域及び地域の指定権限の委任に

関する政令（平成５年政令第３７１号）第２項」を「環境基本

法（平成５年法律第９１号）第１６条第２項」に改める。

松山市及び伊予市に係る関係図面を次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び関係市の市役所に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６４号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律

第８８号）第７条第１項の規定に基づき、愛媛県イノシシ適正

管理計画を定めた。

愛媛県イノシシ適正管理計画書の写しは、愛媛県県民環境

部環境局自然保護課並びに各地方局産業経済部林業課並びに

西条地方局産業経済部伊予三島林業課及び丹原林業課、松山

地方局産業経済部久万林業課、八幡浜地方局産業経済部大洲

林業課及び宇和林業課並びに宇和島地方局産業経済部御荘林

業課において供覧する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６６５号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律

第８８号）第１４条第１項の規定に基づき、次のとおり特定鳥獣

の狩猟期間を拡大する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 狩猟期間を拡大する特定鳥獣の種類 イノシシ

２ 狩猟期間を拡大する区域 愛媛県全域

３ 拡大する狩猟期間

愛媛県イノシシ適正管理計画（平成１６年３月愛媛県告示

第６６４号）の期間（平成１６年４月１日から平成１９年３月３１

日まで）内において、毎年２月１６日から３月１５日まで

硫化メチル ０．００１立方メートル毎秒
以下の場合

０．３ ２

０．００１立方メートル毎秒
を超え、０．１立方メート
ル毎秒以下の場合

０．０７ ０．３

０．１立方メートル毎秒を
超える場合

０．０１ ０．０７

二硫化メチ
ル

０．００１立方メートル毎秒
以下の場合

０．６ ２

０．００１立方メートル毎秒
を超え、０．１立方メート
ル毎秒以下の場合

０．１ ０．４

０．１立方メートル毎秒を
超える場合

０．０３ ０．０９

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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�愛媛県告示第６６６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６６７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８１１０１０１０１ 中 村 貢 愛媛県伊予市米湊７８６
番１

通所リハビリテ
ーション 中村脳神経外科 愛媛県伊予市米湊７８６

番１ 平成１６年２月１日

３８７０１０３７７１ 有限会社愛富
愛媛県松山市古川北四
丁目２番１５号ディアス
椿２０２号

訪問介護 有限会社愛富指定訪問
介護事業所

愛媛県松山市古川北四
丁目２番１５号ディアス
椿２０２号

平成１６年２月２日

３８７０１０３７８９ 株式会社松井建設 愛媛県松山市東石井六
丁目３番１１号 福祉用具貸与 株式会社松井建設 愛媛県松山市東石井六

丁目３番１１号 平成１６年２月２日

３８１３６１００２３ 医療法人里久会 愛媛県喜多郡五十崎町
大字平岡甲１３５番地１

通所リハビリテ
ーション 土居内科外科医院 愛媛県喜多郡五十崎町

大字平岡甲１３５番地１ 平成１６年２月２日

３８７０１０３７９７ 医療法人博愛会 愛媛県松山市祓川一丁
目２番２８号

痴呆対応型共同
生活介護

グループホームしらさ
ぎの里

愛媛県松山市祓川一丁
目２番２８号 平成１６年２月１０日

３８７１０００３７２ 有限会社あいらんど 愛媛県伊予市下三谷２２
７８番地１

痴呆対応型共同
生活介護

グループホームあいら
んど

愛媛県伊予市下三谷２２
７８番地１ 平成１６年２月１０日

３８７０７００３２９ 株式会社トーカイ 香川県高松市鶴市町２０
２５番地３ 福祉用具貸与 株式会社トーカイ大洲

出張所
愛媛県大洲市菅田町菅
田甲１３１２番地１アネッ
クス堀川１階

平成１６年２月１２日

３８７３３００３４１ 有限会社まるいち 愛媛県温泉郡川内町大
字南方４７４番地の９ 訪問介護 有限会社まるいち訪問

介護事業所
愛媛県温泉郡川内町大
字南方４７４番地の９ 平成１６年２月１３日

３８７０１０３８０５ 医療法人福井整形外科
麻酔科

愛媛県松山市久米窪田
町７８４番地１

痴呆対応型共同
生活介護 グループホームふくい 愛媛県松山市高井町７９

５番地１ 平成１６年２月１６日

３８７０１０３８１３ 医療法人福井整形外科
麻酔科

愛媛県松山市久米窪田
町７８４番地１ 通所介護 デイサービスふくい 愛媛県松山市高井町７９

５番地１ 平成１６年２月１６日

３８７０１０３８２１ 医療法人河原医院 愛媛県松山市高岡町６３
０－３

痴呆対応型共同
生活介護 グループホーム里の家 愛媛県松山市今在家町

三丁目９－２９ 平成１６年２月２６日

３８７１１００３０５ 株式会社ライフネット 愛媛県北条市辻７７１番
地４ 訪問介護 ライフネット訪問介護

事業所
愛媛県北条市辻７７１番
地４ 平成１６年２月２６日

３８７３２００７６４ 特定非営利活動法人サ
ン・スマ

愛媛県越智郡生名村５０
８番地 訪問介護 サン・スマ介護サービ

ス
愛媛県越智郡生名村５０
８番地 平成１６年２月２６日

３８７０６００５１１ 有限会社エンジェル・
コール

愛媛県西条市朔日市８０
７番地

痴呆対応型共同
生活介護 グループホーム杜の家 愛媛県西条市朔日市８９

２番地 平成１６年２月２６日

３８７０８００２９３ 株式会社アライアンス 愛媛県川之江市川之江
町４７４番地２ 訪問介護 アライアンス 愛媛県川之江市川之江

町４７４番地２ 平成１６年２月２６日

３８７３１００１６２ 医療法人北辰会 愛媛県西条市氷見丙４７
７番地

痴呆対応型共同
生活介護

グループホーム小松の
里

愛媛県周桑郡小松町妙
口甲１番地１ 平成１６年２月２７日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７０１００６０３ 有限会社メディカル浜
村

愛媛県伊予郡松前町浜
１１４０－４

訪問入浴
介護

有限会社メディカル
浜村松山店

愛媛県松山市西垣
生町４４３－１

愛媛県松山市東垣
生町３３０－４

平成１６年
１月１日

３８７０１００６０３ 有限会社メディカル浜
村

愛媛県伊予郡松前町浜
１１４０－４

福祉用具
貸与

有限会社メディカル
浜村松山店

愛媛県松山市西垣
生町４４３－１

愛媛県松山市東垣
生町３３０－４

平成１６年
１月１日

３８７０１０３５２４ 合資会社あい・愛ワー
ク

愛媛県松山市東垣生町
２８２番地２

福祉用具
貸与

合資会社あい・愛ワ
ーク

愛媛県松山市東垣
生町２８２番地２

愛媛県松山市清住
一丁目３－２５

平成１６年
１月１日

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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�愛媛県告示第６６９号
愛媛県収入証紙をもつて納付すべき使用料及び手数料の範

囲（昭和３９年３月愛媛県告示第２８３号）の一部を次のように

改正し、平成１６年４月１日から施行する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１の項中第４９号を第５０号とし、第４８号を第４９号とし、第４７

号の次に次の１号を加える。

� 在宅介護研修センター使用料

�������
�愛媛県告示第６７０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による届出があったので、同

条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労

働部産業支援局経営支援課及び宇和島地方局産業経済部商工

労政課並びに広見町役場において告示の日から４月間縦覧に

供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

コーナン広見ショッピングセンター

北宇和郡広見町大字近永新町３７０番１

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては代表者の氏名

コーナン商事株式会社

大阪府堺市鳳東町四丁４０１番地１

代表取締役 疋田 耕造

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

コーナン商事株式会社

大阪府堺市鳳東町四丁４０１番地１

代表取締役 疋田 耕造

株式会社しまむら

埼玉県さいたま市北区宮原町二丁目１９番４号

代表取締役 藤原秀次郎

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１６年１１月１６日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，９９８平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

８４台

イ 駐輪場の収容台数

１１台

ウ 荷さばき施設の面積

８４平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

２７立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

及び閉店時刻

コーナン商事株式会社

開店時刻 午前９時

�愛媛県告示第６６８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１１０２８１５２ 医療法人サマリヤ会 愛媛県伊予市米湊２６６
－１ 訪問看護 木村脳神経外科 愛媛県伊予市米湊２６６

番地１ 平成１６年１月３１日

３８１１０２８１５２ 医療法人サマリヤ会 愛媛県伊予市米湊２６６
－１

訪問リハビリテ
ーション 木村脳神経外科 愛媛県伊予市米湊２６６

番地１ 平成１６年１月３１日

３８１１０２８１５２ 医療法人サマリヤ会 愛媛県伊予市米湊２６６
－１

居宅療養管理指
導 木村脳神経外科 愛媛県伊予市米湊２６６

番地１ 平成１６年１月３１日

３８１１０２８１５２ 医療法人サマリヤ会 愛媛県伊予市米湊２６６
－１

通所リハビリテ
ーション 木村脳神経外科 愛媛県伊予市米湊２６６

番地１ 平成１６年１月３１日

３８１１０２８１５２ 医療法人サマリヤ会 愛媛県伊予市米湊２６６
－１

短期入所療養介
護 木村脳神経外科 愛媛県伊予市米湊２６６

番地１ 平成１６年１月３１日

３８１０２１０１１６ 医療法人陽成会 愛媛県今治市拝志１－
２６ 訪問看護 広瀬病院 愛媛県今治市拝志１－

２６ 平成１６年２月１日

３８１０２１０１１６ 医療法人陽成会 愛媛県今治市拝志１－
２６

訪問リハビリテ
ーション 広瀬病院 愛媛県今治市拝志１－

２６ 平成１６年２月１日

３８１０２１０１１６ 医療法人陽成会 愛媛県今治市拝志１－
２６

居宅療養管理指
導 広瀬病院 愛媛県今治市拝志１－

２６ 平成１６年２月１日

３８１０２１０１１６ 医療法人陽成会 愛媛県今治市拝志１－
２６

短期入所療養介
護 広瀬病院 愛媛県今治市拝志１－

２６ 平成１６年２月１日

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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閉店時刻 午後８時

株式会社しまむら

開店時刻 午前１０時

閉店時刻 午後８時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午後８時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２か所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる

時間帯

２４時間

２ 届出年月日

平成１６年３月１５日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺

の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意

見を有する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次の

とおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するととも

に、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び宇和島地

方局産業経済部商工労政課並びに広見町役場において告示

の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意

見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第６７２号
次の地籍調査の成果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０

号）第１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証

したから、同条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

２ 認証年月日

平成１６年３月３０日

�愛媛県告示第６７１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第４項の規定により法第６条第２項の規定

による届出とみなされる法附則第５条第１項の規定による変更に係る事項の届出があったので、法第６条第３項において準用

する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

八幡浜地方局産業経済部商工労政課並びに保内町役場において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び八幡浜地方局産

業経済部商工労政課並びに保内町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

ショッピングセンター
ほない

西宇和郡保内町喜木
１番１１０番地１

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻 午前１０時 午前９時 平成１６年

３月３０日
平成１６年
３月１９日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前７時から
午後１０時まで

午前７時から
午後１０時３０分まで

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

八幡浜市 大字向灘の
一部

平成１４年度から
平成１５年度まで

八幡浜市の
地籍図及び地籍簿
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�愛媛県告示第６７３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定

により、道前平野土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６７４号
野村町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（区画整理）・ニ間市地区）の施行は、適当と認

められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条

の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定により

、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（区画整

理）・ニ間市地区）計画書の写し

� 野村町営土地改良事業分担金等徴収に関する条例の写

し

２ 縦覧期間

平成１６年４月５日から５月６日まで

３ 縦覧場所

野村町役場

�������
�愛媛県告示第６７５号
今治市から協議のあった市営土地改良事業（ため池等整備

事業・引野地区）の計画の変更は、適当と認められるので、

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第５項及び

第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

市営土地改良事業（ため池等整備事業・引野地区）変更

計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１６年４月５日から５月６日まで

３ 縦覧場所

今治市役所

�������
�愛媛県告示第６７６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、川内町北方土地改良区から次のとおり土地改

良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、川内町南方土地改良区から次のとおり土地改

良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６７８号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年

法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林予定森林の所在場所

西条市中奥字向甲１４の１から甲１４の４まで、甲５６、字新

並乙１の１、乙１の４、乙１の５、乙１の８から乙１の１０

まで、字日浦乙５の２、乙６の１、乙６の２、乙８の１、

乙８の２、乙２４の１、乙２４の２、字影浦乙６７の１、乙１１０

の１、字コウソヲ乙７９、乙８８の２、乙８８の３、乙８９の１、

乙９３、乙９９の１、乙９９の２、乙１０２の１、乙１０２の３、乙

１０２の６、乙１０７の２、乙１０７の４、乙１３２の１、乙１３４

の１、乙１３４の２、乙１４０、乙１４１、乙１４７の１、乙１４８

、乙１４９、乙１５２の１から乙１５２の３まで、乙１５３、字イ

ノ内乙１６３、乙１６６、乙１６７、乙１７１から乙１７４まで、乙

１７５の１、乙１７５の２、乙１７６、乙１７８、乙１７９の１、乙

１７９の２、乙１８１の１、乙１８１の２、乙１８３、乙１８５の１

、乙１８８、乙１８９の１、乙１８９の２、乙１９０、乙１９２、乙

１９５、乙１９６の１、乙１９６の２、乙１９７の１、乙１９７の２

、乙１９８の１、乙１９８の２、乙１９９、乙２０３の１、乙２０３

の２、乙２０７の１、乙２０７の２、乙２０８、字長瀧丙３から

丙６まで、丙１８の１、丙１８の２、丙１９から丙２１まで、丙２２

の２、丙２３の１、丙２３の２、丙２６、丙２７、丙２９、丙３１、丙

５１の１、丙６３の１、丙６６、丙６７、丙７０から丙７２まで、丙７５

の１、丙７５の２、丙７７、丙７８の１、丙７８の２、丙７９の１、

丙７９の２、丙８０の１、丙８０の２、丙９５、字セント休場丙７

、丙８の２、丙８の３、丙９、字前田丙９２、丙９３の１、丙

９３の２、丙９４、丙１１０の１、丙１１４、字七六丙２４６、丙３

０２、字中山丙２９０、丙３１８、丙３４８の１、丙３４８の２、丙

３５２、丙３７０の２から丙３７０の４まで、大保木字鳶寄乙４

の１、乙２７の１、乙２８、字樫原辛３、辛７の２、辛８の１

、辛９の１、辛９の２、辛１０の１、辛１０の２、辛１１、辛２３

の１、辛３９の１、辛４７、辛５１の１、辛５２の１、辛６３、辛６４

、辛６５の１、辛６５の２、辛６６の１、辛６６の２、辛６８の１、

辛６８の２、辛６９、辛７１、辛７２の１から辛７２の４まで、辛９８

の１、字土居壬５８の２、壬６３の１、４号２、４号３、黒瀬

字桂谷乙５４、字峰ヶ久保乙５５の１、乙５５の２、字樫落し乙

８０の１、字瓶乙１４０の１、乙１４０の４、字居合乙１６５の４

、字向乙１９８の１、乙１９８の４、字大畑乙２１６の１、乙２

１６の２、乙２２１の１、乙２３６の１、乙２３８の１、字篠辺谷

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
かんがい排水） 上海上地区 平成１６年１月２０日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
かんがい排水） 八幡地区 平成１６年１月３０日

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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乙２５１の１、乙２５１の２、乙２５２の１、乙２５２の３、乙２

５３、乙２５４の１、乙２５４の５、乙２８８の１から乙２８８の３

まで、乙２８９、乙２９０、乙２９１の１から乙２９１の３まで、

字上之原乙２６２の４、字久保地乙３０４の１、乙３０４の３、

字大谷乙３１２の１、乙３１３、乙３１４の１、乙３１４の４、字

薄ヶ瀬乙３１５の１、乙３１５の１０、乙３２３、乙３２６の１、乙

３２６の２、乙３３８の１、字落合乙３４０の１、字柳ヶ瀬乙３

８４の１、乙３８４の４から乙３８４の６まで、字炭所谷乙３８６

の１から乙３８６の３まで、字掛ヶ乙７４７、乙７４９、字市木

乙７５０、字西ヶ峠乙８４３から乙８４５まで、乙８５８、乙８６０

、乙８６７、乙８６８、乙８７１、乙８７２、乙８８１、字山瀧乙７

６７の１、乙７６７の２、藤之石字北向辛１４６、字雉岩屋辛１

５５、字熊ツルギ己９の１、己９の３、市之川字源兵衛タキ

６４９１の８、字白目ノ向６４９９の１、６４９９の４、６５００の１、６５

０３の４、字大平見道ノ下６７１８の２、字大平見道ノ上６７９６、

６７９７の１、６７９８、６７９９の１、６７９９の２、字休場ノ久保６８００

、６８０１の１から６８０１の３まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６７９号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年

法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林予定森林の所在場所

西条市藤之石字青サレ向己５３の１、荒川字白目石甲１５３

、字新田石乙１００の１、乙１００の２、字下ノ平乙１０２の１

、乙１０２の２、字ショウア谷乙１０５の２、字シリガケ石乙

１０８、字古田乙１０９の１、字川ヶ平乙１１６の２、字シヨタ

キ乙１２０、字竹川谷乙１２１の１から乙１２１の６まで、乙１

２３、字シリタカ石乙１２４、字三味塚谷乙１２７、字赤子谷乙

１３０の１、字新道ノ上乙１３６の１、乙１３６の３、字サシデ

乙１３７、字大谷乙１３８の１、乙１３８の２、乙１４０、乙１４１

、字大ダキ乙１４８から乙１５１まで、乙１５３、字大タキ乙１

５２、字丸山丙２、丙４から丙６まで、丙１４、字吉原丙１７、

丙１８、字宮永瀬丙１９、丙２２の１、丙２２の２、字岩屋ノ下丙

２３、字瀬戸内丙２５、字岩屋ノ東丙２７の２、字松尾谷丙６４、

字タニノ岡丙６８の１、字御林丙８１の２、字シンデ丙８６の１

、丙８６の２、字大畑丙１１４、字ノウジ山丙１１５、丙１１９の

１、丙１１９の２、字ミゾコノ道上丙１２１、丙１２２の２、丙

１２３、字ミソコ道上丙１２２の１、字カンサ平丙１２４、丙１

３４、字�ノサ子丙１５３、字シハキ丙２０２、字ナガ平丙２０６
、字ナガ平下丙２０８、字上ドンクワンセ丙２０９、丙２１０、

字上トングハン地丙２１１、字トングワン地丙２１２、字上ド

ングワン地丙２１３、黒瀬字坂中甲９１５、甲９１９の１から甲

９１９の３まで、甲９１９の５、甲９２０の１、甲９２１から甲９

２５まで、乙５１２、乙５２３、乙５２７、乙５２８、字山崎乙４の

１、乙９の１、字本郷乙２８の１、乙３１、乙３４の１、乙３４の

３、字猪ノ谷乙４１の１、乙４２の１、乙５０、字長畑乙４６の１

、乙４６の２、乙４７、乙４８、乙４９の１、乙４９の２、字峰ヶ久

保乙５６の１、乙５７、乙５９、乙６０の１、乙６１の１、字樫落し

乙８１、乙８２の１、乙８３、乙８７の１、乙９１の１、乙９１の２、

字雨乞谷乙８９の２、字尾地ノ向乙９２の１、字尾地向乙９２の

２、乙９２の３、字尾地乙９４の１、乙９５、字長尾乙１００の３

、字耳ヅエ乙１７９の１、乙１７９の３から乙１７９の６まで、

字落合乙３４０の１、字柳ヶ瀬乙３４６の１、乙３４６の５、乙

３４７、乙３５０の１、乙３５０の２、乙３５３の１、乙３６７の１

、乙３６８の１、乙３７９の１、字松落し乙３５７の１、乙３５７

の３、乙３５９、字炭所谷乙３６９、乙３８８の１、乙３８９、乙

３９０、乙３９１の１、字鴉之嶽乙３８０の１、乙３８１の１、字

吉ヶ谷乙３６１、乙３９３から乙４０４まで、乙４０８、乙４０９、

字石原乙４０５から乙４０７まで、字西大門乙４２２、乙４２６の

１、乙４３２、字手水水乙４４７、字湯久保乙４６１の２、乙４

６１の３、字土山乙４９５の１、乙４９５の３、乙４９６の２、字

上ノ地乙５１８の１、乙５１８の２、乙５３９、乙５４０の１、字

天川寺乙５４５、乙５５９、乙５６０の８、乙５６０の１０、乙５６１

の１、乙５６１の２、乙５６１の９、乙５６１の１０、乙５６６の１

から乙５６６の３まで、乙５６７の４から乙５６７の９まで、乙

５６８の１、乙５６８の２、乙５７８、乙５７９の１、乙５７９の４

から乙５７９の７まで、乙５８０の１、乙５８０の２、乙５８５、

乙５８６、乙５８８、乙５９１から乙５９３まで、乙５９６、乙６０５

の２、乙６０８、乙６０９、乙６１２、乙６１３、乙６１６、乙６６３

、字拔石乙６４０の１、乙６４０の２、乙６４１、字青根乙６６１

の１から乙６６１の３まで、乙６６２、乙６６４の１、字橋ヶ谷

乙６６５、乙６７３の１、乙６７４の１、字上西浦乙６７８、字中

山乙６８２の２、字百合城乙６８６の４、乙７００の５、乙７００

の６、乙７０２の６、字ランジャク乙６８８、字柳ヶ谷乙７１５

、乙７１６の１、乙７１７、乙７５７の１、乙７５７の２、乙７５８

から乙７６０まで、字大薮乙７１８の１、乙７１９、字松ノ尾乙

７２９の１１、乙７３１の１、字�荷谷乙７３３の１、乙７３３の２
、乙７３５の１、乙７３５の２、字掛ヶ乙７４０、乙７４１、乙７

４３、乙７４５、乙７４６、乙７４８、字清藤地乙７５４、乙７５６、

字中畦乙７６１の２、乙７６１の５、字野地乙７６２、乙７６６の

１、乙７７３の２、字山瀧乙７６７の３から乙７６７の５まで、

字ワラビ畦乙７６８の１から乙７６８の３まで、大保木字土山

甲１２の１、甲１２の２、甲１３の１、甲１４、甲１５、甲１６の１、

甲１７の１、甲１７の２、甲１８の１、甲１８の２、甲２０、甲２１の

１、甲２１の２、中奥字ナベラ丙４０５の１、字大助丙４０６、

字淀丙４９０の１、丙４９０の２、丙４９３の７、丙４９４から丙

４９６まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第６８０号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項

の規定に基づき、ブルセラ病及び結核病、ヨーネ病、伝達性

海綿状脳症、馬伝染性貧血、家きんサルモネラ感染症等の検

査を次のとおり実施する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施の目的

ブルセラ病及び結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、

馬伝染性貧血、家きんサルモネラ感染症等の発生の状況及

び動向を把握し、その発生を予防するため

２ 実施の対象となる家畜又はその死体の種類及び範囲並び

実施する区域

� 牛のブルセラ病

� 牛の結核病

� 牛のヨーネ病

� 牛の伝達性海綿状脳症

� 馬伝染性貧血

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

� 知事の指定するその他の疾病

３ 実施の期日

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの間におい

て、所轄の家畜保健衛生所長が指定する日

４ 検査の方法

� ブルセラ病、結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、

馬伝染性貧血

家畜伝染病予防法施行規則（昭和２６年農林水産省令第

３５号）に定める方法で行う。

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

急速凝集反応法

� 知事の指定するその他の疾病

知事の指定する方法

�������
�愛媛県告示第６８１号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第６条第１項

の規定に基づき、流行性脳炎の発生予防のための注射を次の

とおり実施する。

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこれ

と同一施設内で飼育しているその

他の牛

２ その他知事の指定する牛

県下一円

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこれ

と同一施設内で飼育しているその

他の牛

２ その他知事の指定する牛

県下一円

実施の対象となる牛の死体の範囲 実施する区域

月齢又は推定月齢が満２４ヶ月齢以

上で死亡した牛の死体のうち、牛海

綿状脳症対策特別措置法第６条第１

項に基づく届出の対象となるもの。

ただし、同法同条第２項ただし書き

に該当するものを除く。

県下一円

実施の対象となる馬の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄馬

２ 競馬法（昭和２３年法律第１５８号

）による競馬に出場する馬

３ その他の知事の指定する馬

県下一円

実施の対象となる鶏の範囲 実施する区域

人工ふ化の用に供し、又は供する

目的で飼育している鶏
県下一円

実施の対象となる家畜又は
その死体の範囲 実施する区域

知事の指定する家畜 県下一円

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 搾乳の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌牛及びこれと

同一施設内で飼育しているその他

の牛

北条市、伊予市、伊予

郡、温泉郡、上浮穴郡

、大洲市、八幡浜市、

喜多郡、広見町、日吉

村

２ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこれ

と同一施設内で飼育しているその他

の牛

３ その他知事の指定する牛

県下一円

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号

３３９



平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施の対象となる家畜の範囲及び実施する区域

２ 実施の期日

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの間におい

て、所轄の家畜保健衛生所長が指定する日

３ 注射の方法

ワクチン接種法

�������
�愛媛県告示第６８２号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づ

き事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

西条市

２ 事業の種類

橘地区公民館建設工事

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県西条市楢木地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

平成１６年２月２３日に、西条市から申請のあった本件事業

に関する事業認定の理由は、以下のとおりである。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

本件事業は、土地収用法第３条第２２号に掲げる「社会

教育法（昭和２４年法律第２０７号）による公民館」に関す

る事業に該当する。

このため、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要

件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

社会教育法第２１条第１項において、「公民館は市町村

が設置する」と規定されていることから、本件事業の起

業者である西条市は、本件事業を施行する権能を有する

と認められる。

また、起業者は本件事業の実施年度に必要となる工事

費、用地補償費等の予算を計上及び計上予定しており、

本件事業が施行されることは確実と認められる。

以上により、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の

要件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

本件事業は、西条市の橘地区の住民を対象とした公民

館を移転新築するものである。

ア 現在の橘地区公民館は、最大６０人規模までの会議し

か行うことができず、自治会総会等の大きな会議では

参加人数の制限が必要であり、会議（研修）が重なっ

た場合には対応できないなど、地区住民のニーズに応

じられない状況となっている。

本件事業の施行により、１５０人程度の会議を開催す

ること、多様化・高度化する地区住民の文化ニーズに

対応することが可能となり、地区住民の教養や芸術文

化活動の向上、生活文化の振興及び社会福祉の増進に

寄与するものと認められ、本件事業の施行により得ら

れる利益は、相当程度存在すると認められる。

イ 一方、本件事業の施行により失われる利益として周

辺環境への影響が考えられるが、本件事業が環境影響

評価法（平成９年法律第８１号）等による環境影響評価

の対象事業となっていないことから周辺環境への影響

は極めて小さいものと考えられる。

よって、本件事業の施行により失われる利益は軽微

であると認められる。

ウ 本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的

条件、社会的条件、経済的条件及び工事施行等の技術

的条件による３案の候補地の比較検討を行い、総合的

に最も優れた案を採用しているものと認められる。

また、本件事業に係る起業地の範囲は、必要最小限

に限定されているものと認められる。

エ アで述べた得られる利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに

、ウで述べたように、本件事業の起業地は他の候補地

と比較して最も適切であると認められる。

以上により、本件事業は、土地収用法第２０条第３号の

要件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

本件事業は、地区住民の多様なニーズに総合的にこた

え、地区住民の生活文化の振興及び社会福祉の増進に寄

与するために、地域の活動拠点として、地区住民の強い

要望に基づき整備するものであり、土地を収用する公益

上の必要があると認められるため、土地収用法第２０条第

４号の要件を充足すると判断される。

� 結論

�から�までにおいて述べたように、本件事業は土地
収用法第２０条各号の要件を充足するものと判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

西条市役所
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�愛媛県告示第６８３号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規

定により次のように埋立てを免許した。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

弓削町

越智郡弓削町下弓削２１０番地

代表者 弓削町長 上村俊之

実施の対象となる豚の範囲 実施する区域

１ 繁殖の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌豚

２ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄豚

県下一円

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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越智郡弓削町下弓削１８５番地の５

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

� １工区

越智郡弓削町上弓削３６６番地先の公有水面

� ２工区

越智郡弓削町上弓削３６１番から同１９０９番までの地

先公有水面

イ 区域

� １工区

次の１点から４点までを順次直線で結んだ線並び

に４点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ

．Ｌ．＋３．８４メートル）における陸と公有水面との

境界線により囲まれた区域

基点（越智郡弓削町上弓削１９０４番１地先の護岸に

設置された金属鋲）は、北緯３４度１６分４１秒、東経１

３３度１２分３７秒の地点

１点は、基点から真北２０５度３８分４６秒１８０．０６メー

トルの地点

２点は、１点から真北３２０度４０分１１秒１６．６０メー

トルの地点

３点は、２点から真北５０度４０分１１秒１９．３８メート

ルの地点

４点は、３点から真北１５６度０８分１０秒１９．４８メー

トルの地点

� ２工区

次の５点から１６点までを順次直線で結んだ線並び

に１６点と５点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ

．Ｌ．＋３．８４メートル）における陸と公有水面との

境界線により囲まれた区域

基点（越智郡弓削町上弓削１９０４番１地先の護岸に

設置された金属鋲）は、北緯３４度１６分４１秒、東経１

３３度１２分３７秒の地点

５点は、基点から真北１８４度５９分２４秒１９７．２６メー

トルの地点

６点は、５点から真北３４８度３５分４９秒６．６７メート

ルの地点

７点は、６点から真北３０９度３３分４５秒１３．３８メー

トルの地点

８点は、７点から真北１６度１１分１４秒１２．９０メート

ルの地点

９点は、８点から真北１０６度１１分１４秒４．５０メート

ルの地点

１０点は、９点から真北１６度１１分１４秒５．００メートル

の地点

１１点は、１０点から真北２８６度１１分１４秒４．５０メート

ルの地点

１２点は、１１点から真北１６度１１分１４秒３１．００メート

ルの地点

１３点は、１２点から真北１０６度１１分１４秒１．００メート

ルの地点

１４点は、１３点から真北１６度１１分１４秒４．３０メートル

の地点

１５点は、１４点から真北２８６度１１分１４秒１．００メート

ルの地点

１６点は、１５点から真北１６度１１分１４秒１１．４７メート

ルの地点

ウ 面積

１工区 ２９９．７５平方メートル

２工区 ４，４９６．００平方メートル

合 計 ４，７９５．７５平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

� １工区

越智郡弓削町上弓削３６６番地先の公有水面及び陸

域

� ２工区

越智郡弓削町上弓削３６６番から同１９０９番までの地

先公有水面及び陸域

イ 区域

� １工区

次のＡ点からＥ点までを順次直線で結んだ線並び

にＥ点とＡ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（越智郡弓削町上弓削１９０４番１地先の護岸に

設置された金属鋲）は、北緯３４度１６分４１秒、東経１

３３度１２分３７秒の地点

Ａ点は、基点から真北２１１度１９分０６秒１４５．８４メー

トルの地点

Ｂ点は、Ａ点から真北１５６度００分０９秒３４．４６メー

トルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２３８度４３分１７秒４６．３４メー

トルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北３２０度４０分１１秒６６．７４メー

トルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北５０度４０分１１秒５５．００メート

ルの地点

� ２工区

次のＦ点からＴ点までを順次直線で結んだ線並び

にＴ点とＦ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（越智郡弓削町上弓削１９０４番１地先の護岸に

設置された金属鋲）は、北緯３４度１６分４１秒、東経１

３３度１２分３７秒の地点

Ｆ点は、基点から真北１８４度１３分２２秒１０７．２２メー

トルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北９９度３３分４２秒２５．８７メート

ルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北１３３度３９分３８秒１５．０８メー

トルの地点

Ｉ点は、Ｈ点から真北１９０度２８分１７秒１０．００メー

トルの地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北１０７度１４分１６秒１３．８５メー

トルの地点

Ｋ点は、Ｊ点から真北１９６度３３分３２秒１４．８２メー

トルの地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北１０９度２３分０６秒８．５１メート

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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ルの地点

Ｍ点は、Ｌ点から真北２０４度１６分４０秒２９．７２メー

トルの地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北２０５度５３分５０秒２４．３８メー

トルの地点

Ｏ点は、Ｎ点から真北２２１度２９分２９秒１１．１９メー

トルの地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北２５８度２２分３５秒１７．２８メー

トルの地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北３１８度２０分３４秒３９．２８メー

トルの地点

Ｒ点は、Ｑ点から真北３０８度５５分３３秒３９．５９メー

トルの地点

Ｓ点は、Ｒ点から真北３３６度００分０９秒２０．９１メー

トルの地点

Ｔ点は、Ｓ点から真北１６度１１分１４秒４８．９２メート

ルの地点

ウ 面積

１工区 ３，７２７．５８平方メートル

２工区 ８，３９３．１６平方メートル

合 計 １２，１２０．７４平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地

４ 埋立免許年月日

平成１６年３月２３日

�������
�愛媛県告示第６８４号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、中島町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 知事 加戸守行

松山市北持田町１２２番地

２ 埋立区域

� 位置
温泉郡中島町大字宇和間甲１３７０番１から同甲１３７１番１

までの地先公有水面

� 区域

次の１点から６点までを順次直線で結んだ線並びに６

点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋

３．５５メートル）の陸と公有水面に接する線により囲まれ

た区域

基点（温泉郡中島町大字宇和間甲１３６８番地先の県道内

の国土調査多角点）は、北緯３３度５８分１２秒、東経１３２度

３５分１８秒の地点

１点は、基点から真北２５５度００分２５秒１０４．６７メートル

の地点

２点は、１点から真北７０度１０分１６秒１．３０メートルの地

点

３点は、２点から真北１６０度４６分３４秒１．４３メートルの

地点

４点は、３点から真北７０度４８分５０秒６７．３４メートルの

地点

５点は、４点から真北３９度２２分５９秒２．９０メートルの地

点

６点は、５点から真北１２９度５８分３４秒０．９０メートルの

地点

� 面積

３７１．５２平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１３年２月２１日 愛媛県指令１２港第５４０号

４ しゅん功認可年月日

平成１６年３月３０日

�愛媛県告示第６８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 多喜浜泉川線
新居浜市郷二丁目甲８８３番４から

同市郷三丁目甲８５４番３まで
平成１６年３月３０日

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局丹原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局丹原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局丹原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局丹原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 東予玉川線

東予市実報寺甲１７０番３から
同市福成寺甲３８３番２地先まで
及び
東予市実報寺甲１７０番３から
同市旦之上甲１４１７番４まで

旧 ６．０～２２．７
１３．６～５４．０

２．１３７
１．６６７

新 ７．６～５４．０
１０．２～５４．０

０．２００
１．６６７

〃 〃
東予市三芳１１５８番５から

同市三芳１１６２番２まで

旧 １２．８～１５．４ ０．０３９

新 １５．１～１９．２ ０．０３９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 東予玉川線
東予市三芳１１５８番５から

同市旦之上甲１２９３番７まで
平成１６年３月３０日

〃 〃
東予市実報寺甲１７０番３から

同市福成寺甲３９３番４まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 今治丹原線
東予市旦之上甲１２８５番１から

同市旦之上甲１３０５番４まで

旧 ９．８～１３．８ ０．０５１

新 １３．２～１８．０ ０．０５１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 多喜浜泉川線
新居浜市郷二丁目甲８７９番４から

同市郷三丁目甲８８４番５まで
平成１６年３月３０日

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 今治波方港線
今治市古国分三丁目甲１６８番１地先から

同市古国分三丁目甲１６８番５まで

旧 １３．０～２１．０ ０．０１６

新 １６．５～２４．０ ０．０１６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治波方港線
今治市古国分三丁目甲１６８番１地先から

同市古国分三丁目甲１６８番５まで
平成１６年３月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山港内宮線

松山市和気町一丁目４３２番４から
同町一丁目４４５番３まで
及び
松山市和気町一丁目４３２番４から
同市内宮町２０１１番３まで

旧
１１．０～３３．０

４．１～２８．０

０．１８５

１．３０９

松山市和気町一丁目４３２番４から
同市内宮町２０１１番３まで
及び
松山市和気町一丁目４３２番４から
同市馬木町４１７番４まで

新
１４．０～３４．８

４．１～２８．０

０．９１７

１．０３１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治丹原線
東予市旦之上甲１２８５番１から

同市旦之上甲１３０５番４まで
平成１６年３月３０日

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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�愛媛県告示第６９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山港内宮線
松山市和気町一丁目４４４番５から

同市内宮町２０１１番３まで
平成１６年３月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 長浜中村線
喜多郡長浜町大字下須戒甲６４２番地先から

同大字甲１８２９番２地先まで

旧 １０．６～３４．０ ０．１１９

新 １０．６～３４．０
１０．６～５０．４

０．１１９
０．１２３

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 網代鳥越線
南宇和郡内海村魚神山１３１３番１から

同村魚神山１３１７番地先まで

旧 ６．６～３８．０ ０．１８５

新 １３．８～８９．５ ０．１７５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線
南宇和郡一本松町満倉４３９番２から

同町満倉４４１番２まで

旧 １０．８～２２．８ ０．０７０

新 ２３．６～４４．２ ０．０６４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
南宇和郡内海村魚神山１３１３番１から

同村魚神山１３１７番地先まで
平成１６年３月３０日

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号

３４５
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教育委員会規則
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�愛媛県告示第７００号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定

に基づき、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

川之江都市計画公園

５・５・１城山公園

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 川之江市川之江町城山、城山峠、井地

山大峠、井地山及び八反田の各一部
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�愛媛県告示第７０１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項におい

て準用する同法第２０条第２項の規定に基づき、川之江都市計

画公園４・４・１浜公園外６公園の変更に係る都市計画の図

書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第７０２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

喜多郡内子町内子７７０番２、７７８番３、７７８番７、７７８

番９及び７８１番１

２ 申請人の住所氏名

喜多郡内子町大字内子甲１９８４番地１８

大英通商

代表者 大伴 英明

３ 図面省略
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�愛媛県告示第７０３号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

喜多郡内子町内子３７６７番

２ 申請人の住所氏名

喜多郡内子町大字内子甲１９６２番地

株式会社山本建設

代表取締役 長岡 幸男

３ 図面省略

�愛媛県教育委員会規則第２号
愛媛県立図書館管理規則の一部を改正する規則を次のよう

に定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県立図書館管理規則の一部を改正する規則

愛媛県立図書館管理規則（昭和５０年愛媛県教育委員会規則

第６号）の一部を次のように改正する。

別表配本所の表新宮配本所の項及び土居配本所の項を削る

。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�愛媛県告示第６９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 一本松城辺線
南宇和郡一本松町満倉４３９番２から

同町満倉１０１９番２まで
平成１６年３月３０日

〃 〃
南宇和郡一本松町満倉４４１番２から

同町満倉１０２２番５まで

旧 ４．０～１５．２ ０．２２０

新 ４．０～１５．２
１０．０～３３．２

０．２２０
０．０５０

〃 〃
南宇和郡一本松町満倉１０２２番５から

同町満倉１０１９番２まで

旧 ５．８～１９．０ ０．１１７

新 ５．８～１９．０
５．８～６０．０

０．１１７
０．０８６

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号

３４６



�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県市町村立学校職員の勤務成績の評定に関する規則及

び愛媛県立学校教職員の勤務成績の評定に関する規則の一部

を改正する規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県市町村立学校職員の勤務成績の評定に関する規

則及び愛媛県立学校教職員の勤務成績の評定に関する

規則の一部を改正する規則

次に掲げる規則の規定中「第２０条の２第１項」を「第２３条

第１項」に改める。

� 愛媛県市町村立学校職員の勤務成績の評定に関する規則

（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第３号）第３条第３項

� 愛媛県立学校教職員の勤務成績の評定に関する規則（昭

和３３年愛媛県教育委員会規則第４号）第３条第３項

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県教育委員会規則第４号
愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則を次のよう

に定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則

愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則

第２１号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項中「とする」を「とし、当該休業日の総日数

は、６６日以上７８日以内とする」に改め、同項第１号中「７月

２１日から８月３１日まで」を削り、同項第２号中「１２月２１日か

ら翌年の１月７日まで」を削り、同項第３号中「３月２１日か

ら３月３１日まで」を削り、同項第４号中「４月１日から４月

７日まで」を削り、同条第４項を削り、同条第３項を同条第

５項とし、同条第２項中「前項」を「第１項及び前項」に、

「から第３号まで」を「及び第２号」に改め、同項を同条第

４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。

２ 前項各号の休業日の日程は、校長が定め、あらかじめ教

育長に届け出なければならない。

３ 校長は、教育上必要があると認めるときは、第１項に規

定する休業日のほかに、あらかじめ教育長に届け出て、９

月１５日から１０月３１日までの間において秋季休業日を設ける

ことができる。この場合において、同項に規定する休業日

及び秋季休業日の総日数は、同項に規定する総日数の範囲

内とする。

第７条中「に規定する休業日」を「第２項及び第３項の規

定により定めた休業日の日程」に、「特別の事情がある」を

「校長が必要と認める」に、「休業日の総日数を通算した範

囲内」を「６６日以上７８日以内」に、「日程」を「これ」に改

める。

附 則

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

２ 平成１６年度の学年始休業日は、改正後の愛媛県県立学校

管理規則第６条第１項及び第２項の規定にかかわらず、な

お従前の例による。

�������
�愛媛県教育委員会規則第５号
愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則及び愛媛県県

立中学校の通学区域に関する規則の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則及び愛媛

県県立中学校の通学区域に関する規則の一部を改正す

る規則

（愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則の一部改正

）

第１条 愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則（昭和

３８年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改

正する。

別表東予地区の項通学区域の欄中「川之江市、伊予三島

市、宇摩郡」を「四国中央市」に、同表南予地区の項同欄

中「東宇和郡」を「西予市」に改める。

（愛媛県県立中学校の通学区域に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立中学校の通学区域に関する規則（平成１４

年愛媛県教育委員会規則第１４号）の一部を次のように改正

する。

別表東予地区の項通学区域の欄中「川之江市、伊予三島

市、宇摩郡」を「四国中央市」に、同表南予地区の項同欄

中「東宇和郡」を「西予市」に改める。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県教育委員会規則第６号
日本体育・学校健康センター法に規定する愛媛県教育委員

会が処理すべき事務を教育長に委任する規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

日本体育・学校健康センター法に規定する愛媛県教育

委員会が処理すべき事務を教育長に委任する規則の一

部を改正する規則

日本体育・学校健康センター法に規定する愛媛県教育委員

会が処理すべき事務を教育長に委任する規則（昭和３５年愛媛

県教育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

題名中「日本体育・学校健康センター法」を「独立行政法

人日本スポーツ振興センター法」に改める。

「日本体育・学校健康センター法（昭和６０年法律第９２号）

第４３条」を「独立行政法人日本スポーツ振興センター法（平

成１４年法律第１６２号）第３０条」に改める。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号

３４７



教育委員会告示

人事委員会規則
人事委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第１号
義務教育諸学校教科用図書採択地区の設定（昭和４７年９月

愛媛県教育委員会告示第８号）の一部を次のように改正し、

平成１６年４月１日から施行する。

平成１６年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

義務教育諸学校教科用図書採択地区の名称及び区域の表西

条地区の項区域の欄中「、川之江市、伊予三島市」を削り、

「宇摩郡」を「四国中央市」に改め、同表八幡浜地区の項同

欄中「大洲市」の下に「、西予市」を加え、「、東宇和郡」

を削る。

�������
�愛媛県教育委員会告示第２号
愛媛県教育職員長期研修規程（昭和２４年８月愛媛県教育委

員会告示第１４号）の一部を次のように改正し、平成１６年４月

１日から施行する。

平成１６年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

第１条中「第２０条第３項」を「（昭和２４年法律第１号）第

２２条第３項」に、「この」を「、この」に改める。

�������
�愛媛県教育委員会告示第３号
学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号）第３４条第３項

の規定により、指定技能教育施設の連携措置に係る科目を次

のとおり指定した。

平成１６年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

１ 技能教育のための施設の名称

国際情報高等学院

２ 連携措置に係る科目及び連携措置に係る科目に対応する

高等学校の科目

連携措置に係る科目
連携措置に係る科目に対応

する高等学校の科目

総合実践 総合実践

情報処理 情報処理

３ 指定年月日

平成１６年３月２５日

�愛媛県人事委員会規則７－９９１
職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改

正する規則

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委

員会規則７－１）の一部を次のように改正する。

第２条第２項中「第３条」を「第３条第１号」に改め、「

（本庁に勤務する職員にあつては、第５号に掲げる業務に限

る。）」を削り、同条に次の１項を加える。

３ 条例第３条第２号の人事委員会規則で定める業務は、電

話により又は庁舎内において行う次に掲げる業務とする。

� 県税の賦課及び差押えに関する苦情に応対する業務

� 滞納者に対して行う納税指導の業務

第２条の２中「２７０円」を「５００円」に改める。

第３条中「第４項」を「第５項」に改める。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。
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�愛媛県人事委員会規則７－９９２
特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則

特地勤務手当等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－

３６８）の一部を次のように改正する。

別表第１伊予三島市の項の項を次のように改める。

四国中央市 金砂町平野山乙４９９番地の６

新宮町新宮４４６番地

三島警察署金砂駐在所

三島警察署新宮駐在所

２級

別表第１宇摩郡の項を削り、同表東宇和郡の項を次のよう

に改める。

西予市 城川町古市２１２８番地の２

野村町惣川２５１番地

野村高等学校土居分校

野村警察署惣川駐在所

３級

城川町高野子６１番地の３

城川町遊子谷２４１５番地

城川町土居５７８番地

野村警察署高川駐在所

野村警察署遊子川駐在所

野村警察署土居駐在所

２級

明浜町高山甲３６７８番地

明浜町高山甲３６５７番地

野村町鳥鹿野７４０番地

野村町予子林８１６番地２

城川町下相１０５０番地

西予市教育委員会事務局明浜教

育課

宇和警察署高山駐在所

野村警察署渓筋駐在所

野村警察署坂石駐在所

野村警察署魚成駐在所

１級

別表第２東宇和郡の項を削る。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会告示第１号
へき地等学校の指定（平成１３年１２月愛媛県人事委員会告示

第２号）の一部を次のように改正し、平成１６年４月１日から

施行する。

平成１６年３月３０日

愛媛県人事委員会

愛 媛 県 報平成１６年３月３０日 第１５４５号
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選挙管理委員会告示

雑 報

委員長 稲 瀬 道 和

１�の表伊予三島市の項を次のように改める。
四国中央市 四国中央市立富郷小学校 ２級

四国中央市立寺内小学校
四国中央市立新宮小学校 １級

１�の表宇摩郡の項を削り、同表上浮穴郡の項学校名の欄
中「久万町立二名小学校」を削り、同表喜多郡の項同欄中「

内子町立長田小学校」を削り、同表東宇和郡の項を次のよう

に改める。

西予市 西予市立大野ヶ原小学校 ４級
西予市立田之浜小学校 ２級
西予市立惣川小学校
西予市立遊子川小学校
西予市立土居小学校
西予市立高川小学校
西予市立狩江小学校 １級
西予市立高山小学校
西予市立渓筋小学校
西予市立中筋小学校
西予市立河成小学校
西予市立魚成小学校
西予市立下泊小学校
西予市立周木小学校

１�の表宇摩郡の項中「宇摩郡」を「四国中央市」に、「
新宮村立新宮中学校」を「四国中央市立新宮中学校」に改め

、同表西宇和郡の項中 三崎町立串中学校 ２級「

」を削り、同表東宇和郡の項を次のように改める。
西予市 西予市立城川中学校 ２級

２�の表喜多郡の項学校名の欄中「五十崎町立御祓小学校
」を「内子町立大瀬小学校 に改め、同表西宇和郡の項同

五十崎町立御祓小学校」

欄中「三瓶町立下泊小学校」を削り、同表東宇和郡の項を次

のように改める。

西予市 西予市立大和田小学校

西予市立蔵貫小学校

２�の表に次のように加える。

西予市 西予市立明浜中学校

西予市立野村中学校

３�の表喜多郡の項の次に次のように加える。

西予市 西予市立俵津小学校

西予市立野村小学校

３�の表東宇和郡の項を削る。

�愛媛県選挙管理委員会告示第２９号
愛媛県選挙管理委員会規程の一部を改正する規程を次のよ

うに定める。

平成１６年３月３０日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

愛媛県選挙管理委員会規程の一部を改正する規程

愛媛県選挙管理委員会規程（昭和４５年１１月１７日告示）の一

部を次のように改正する。

別表西条地方書記長の項所管区域の欄中「、川之江市、

伊予三島市」を削り、「宇摩郡」を「四国中央市」に改め

、同表八幡浜地方書記長の項同欄中「大洲市」の下に「、

西予市」を加え、「、西宇和郡及び東宇和郡」を「及び西

宇和郡」に改める。

附 則

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３０号
平成１６年３月１９日開催の委員会において、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１８７条第１項の規定による選挙の結果

、次の者が委員長に就任した。

平成１６年３月３０日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

�愛媛海区漁業調整委員会指示第６０号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基

づき、次のとおり指示する。

平成１６年３月３０日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� 真珠母貝養殖いかだの吊りかごの間隔は、８０センチメ

ートル以上とし、１吊り当たりのかご数は、１かごでな

ければならない。

� 真珠養殖いかだの吊りかごの間隔は、１メートル以上

とし、１吊り当たりのかご数は、１かごでなければなら

ない。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、平成１６年４月１日から平成１８年

３月３１日までとする。
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�愛媛海区漁業調整委員会指示第６１号
愛媛県宇和海におけるかご漁業（つつ、つぼ漁業を含み、

無動力漁船を除く。以下同じ。）について、漁業法（昭和２４

年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、次のとおり

指示する。

平成１６年３月３０日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

（操業の制限）

１ 当該海域において、かご漁業を操業しようとする者は、

使用する漁船ごとに別に定める取扱要領により愛媛海区漁

業調整委員会（以下「委員会」という。）の承認を受けな

ければならない。

ただし、試験研究又は実習等を目的としたもので委員会

住 所 氏 名

松山市石手四丁目６番１９号 藤 山 薫
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に届出したものは、この限りではない。

（承認対象漁船）

２ 承認の対象となる漁船は、総トン数５トン未満の動力漁

船とする。

（操業区域）

３ 操業を承認する区域は、共同漁業権漁場区域内とする。

（承認の備え付け等の義務）

４ 承認をうけた者は、操業の際は、承認証を当該漁船に備

え付けるとともに別に定める標識を船橋両側面に表示しな

ければならない。

（指示の有効期間）

５ この指示の有効期間は、平成１６年４月１日から平成１８年

３月３１日までとする。
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�愛媛海区漁業調整委員会指示第６２号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基

づき、愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結

んだ直線以南の愛媛県海域をいう。）におけるさわら流し網

漁業及びさごし、めじか流し網漁業について、次のとおり指

示する。

平成１６年３月３０日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� さわら流し網漁業については、５月１日から５月３１日

までの間操業を禁止する。

� さごし、めじか流し網漁業については、８月１日から

９月３０日までの間操業を禁止する。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、平成１６年４月１日から平成１７年

３月３１日までとする。

附 則

この委員会指示は、平成１６年４月１日から施行する。

平成１６年３月３０日 印刷
平成１６年３月３０日 発行
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